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年代の初めに，米国の公共行政学者 Robert B. Denhardtと Janet V. Denhardtは新公共服務理論




























2013 年 4 月までに，中国での海外高等人材誘致ベースは合計 112 ヵ所，留学人員創業園は
260 ヵ所にまで昇った。4 万人以上の「海帰」人材と 1.7 万軒以上の企業を受け入れている
（権・高，2013）。その中でも，資料の収集可能な 173ヵ所の創業園区のうち，76.3％（計 132
ヵ所）は中国の東部に位置している。さらに，東部上位三位は江蘇・北京と浙江三省で，合










































北京 40000 5000 80000 13443 34.2
天津 345 10000 800 2
河北 1500 69 3075 142 0.4
山西 3000 100 4000 200 0.5
内モンゴル 1331 26 2729 201 0.5
遼寧 380 24000 2863 7.3
吉林 210 3439 565 1.4
黒龍江 146 6200 393 1
上海 50000 4580 75000 7158 18.2
江蘇 976 36000 1800 4.6
浙江 3000 589 9646 1595 4.1
安徽 3000 206 4000 547 1.4
福建 4000 344 8200 1613 4.1
江西 31 508 135 0.3
山東 4000 448 9600 1115 2.8
河南 95 1556 255 0.6
河北 330 5404 1100 2.8
湖南 4000 157 8200 322 0.8
広東 10000 866 24000 2079 5.3
広西 120 1966 89 0.2
海南 300 14 387 35 0.1
重慶 40 3600 90 0.2
四川 2600 231 5330 463 1.2
貴州 1100 　unknown -
雲南 64 1049 148 0.4
チベット 　unknown -
陝西 390 6387 2000 5.1
甘粛 1000 54 2050 77 0.2
青海 200 　unknown -
寧夏 11 176 34 0.1







の 3 分の 1 は窮境に追い込まれており，残った 3 分の 1 は倒産したか倒産に近い状態であ
る。実際の生存率はもっと低い可能性もある。無錫の「530 計画」の例を挙げると，このプ
ログラムが実施されてから，2006 年から 2010 年 5 月までの間に，合計 960 社「海帰」企業





















34.9％となる（Institute of International Education (IIE)，2014；独立行政法人日本学生支援機構，




図 5 日本と米国における在籍中国人留学生規模の推移 















 以下の表から判断できるのは，少なくとも 2006 年までは，中国「海帰」の留学先とし
て，日本の割合が米国より高いことである。 
 






第 3位 第 4位 
博士 9 日本 米国 ドイツ 不明 
修士 72 英国 日本 オーストラリア 米国 





















表 3 中国留学生規模について日本組と米国組（「日本/米国」と標記）の比率 





中国「海帰」規模 日本>米国 2006 















表 4 935名の「海帰」創業者の留学先構造 
留学先 米国 日本 その他 延べ人数 
人数 557 119 377 1053 





べ人数は 1053人となり，前述の延べ 1175人より少ないところは注意すべき点である。 
 
 































図 10 留学先別「海帰」創業者の性別構造の比較 
（出所）：著者作成。 
（3） 年齢構造 
 年齢について，創業者は主に 50~59歳の間に集中しており，全員の 50%以上を占めてい






























出国年度から見れば，成功した「海帰」創業者の中，1988 年から 1997 年までの間に出国














 出国年度について，日本組と米国組の構造が似ている。相違する点は 1978 年から 1987
年の間に出国した者の割合が少し小さく，1988 年から 1997 年までに出国した者の割合が少
し大きいところである。米国組と日本組以外，その他の組の差異はもっと大きい。具体的に，

















約 40%を占めている。2006年から 2011年が二位になっており，約 20%～30%を占めている。 






















































人数 割合 人数 割合 人数 割合
北京 176 31.54% 25 21.01% 102 27.13%
天津 17 3.05% 2 1.68% 8 2.13%
河北 5 0.90% 2 1.68% 7 1.86%
山西 5 0.90% 2 1.68% 2 0.53%
内モンゴル 2 0.36% 2 1.68% 5 1.33%
遼寧 19 3.41% 25 21.01% 22 5.85%
吉林 8 1.43% 2 1.68% 4 1.06%
黒竜江 7 1.25% 2 1.68% 3 0.80%
上海 99 17.74% 12 10.08% 52 13.83%
江蘇 60 10.75% 8 6.72% 23 6.12%
浙江 27 4.84% 4 3.36% 16 4.26%
安徽 7 1.25% 0 0.00% 4 1.06%
福建 15 2.69% 4 3.36% 19 5.05%
江西 2 0.36% 1 0.84% 4 1.06%
山東 10 1.79% 3 2.52% 14 3.72%
河南 6 1.08% 1 0.84% 2 0.53%
湖北 13 2.33% 3 2.52% 10 2.66%
湖南 8 1.43% 0 0.00% 4 1.06%
広東 32 5.73% 5 4.20% 25 6.65%
広西 3 0.54% 2 1.68% 3 0.80%
海南 3 0.54% 3 2.52% 5 1.33%
重慶 4 0.72% 1 0.84% 7 1.86%
四川 10 1.79% 4 3.36% 8 2.13%
雲南 3 0.54% 0 0.00% 3 0.80%
陝西 12 2.15% 6 5.04% 24 6.38%
甘粛 1 0.18% 0 0.00% 1 0.27%
青海 1 0.18% 0 0.00% 0 0.00%
寧夏 1 0.18% 0 0.00% 0 0.00%









































人数 割合 人数 割合 人数 割合
北京 45 8.06% 1 0.84% 27 7.18%
天津 4 0.72% 0 0.00% 2 0.53%
河北 10 1.79% 0 0.00% 9 2.39%
山西 9 1.61% 3 2.52% 5 1.33%
内モンゴル 3 0.54% 2 1.68% 4 1.06%
遼寧 10 1.79% 10 8.40% 8 2.13%
吉林 7 1.25% 8 6.72% 7 1.86%
黒竜江 8 1.43% 2 1.68% 4 1.06%
上海 20 3.58% 2 1.68% 13 3.46%
江蘇 38 6.81% 4 3.36% 18 4.79%
浙江 37 6.63% 3 2.52% 18 4.79%
安徽 16 2.87% 1 0.84% 10 2.66%
福建 16 2.87% 1 0.84% 11 2.93%
江西 12 2.15% 5 4.20% 11 2.93%
山東 19 3.41% 4 3.36% 13 3.46%
河南 12 2.15% 4 3.36% 7 1.86%
湖北 24 4.30% 9 7.56% 17 4.52%
湖南 10 1.79% 0 0.00% 11 2.93%
広東 7 1.25% 0 0.00% 5 1.33%
広西 5 0.90% 0 0.00% 2 0.53%
海南 0 0.00% 1 0.84% 1 0.84%
重慶 4 0.72% 2 1.68% 7 1.86%
四川 16 2.87% 2 1.68% 8 2.13%
貴州 3 0.54% 1 0.84% 0 0.00%
雲南 3 0.54% 0 0.00% 2 0.53%
陝西 15 2.69% 2 1.68% 7 1.86%
甘粛 2 0.36% 0 0.00% 0 0.00%
青海 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%
寧夏 1 0.18% 0 0.00% 1 0.27%
新疆 1 0.18% 1 0.84% 1 0.27%





図 20 留学先別での「海帰」創業者の帰国地構造 
（出所）：Peng（2012）より作成。 
 











































人数 割合(%) 人数 割合(%)
北京 80000 23.43% 13443 34.20%
天津 10000 2.93% 800 2.04%
河北 3075 0.90% 142 0.36%
山西 4000 1.17% 200 0.51%
内モンゴル 2729 0.80% 201 0.51%
遼寧 24000 7.03% 2863 7.28%
吉林 3439 1.01% 565 1.44%
黒竜江 6200 1.82% 393 1.00%
上海 75000 21.96% 7158 18.21%
江蘇 36000 10.54% 1800 4.58%
浙江 9646 2.82% 1595 4.06%
安徽 4000 1.17% 547 1.39%
福建 8200 2.40% 1613 4.10%
江西 508 0.15% 135 0.34%
山東 9600 2.81% 1115 2.84%
河南 1556 0.46% 255 0.65%
湖北 5404 1.58% 1100 2.80%
湖南 8200 2.40% 322 0.82%
広東 24000 7.03% 2079 5.29%
広西 1966 0.58% 89 0.23%
海南 387 0.11% 35 0.09%
重慶 3600 1.05% 90 0.23%
四川 5330 1.56% 463 1.18%
貴州 1100 0.32% ― ―
雲南 1049 0.31% 148 0.38%
陝西 6387 1.87% 2000 5.09%
甘粛 2050 0.60% 77 0.20%
青海 200 0.06% ― ―
寧夏 176 0.05% 34 0.09%









（ア）資金面の制約(Evans and Leighton, 1989; Evans and Jovanovic, 1989; Holtz-Eakin, Joulfaian 
and Rosen, 1994a, 1994b)。この観点から由来する研究として，遺産の相続と起業精神への正の
相関性 Blanchflower and Oswald (1998) と不動産価格の起業率の負の相関性(Black, Meza and 
Jeffreys (1996)が証明されている。 
（イ）制度上の要因。例えば，最低賃金制度 (Blau, 1987), 移民政策 (Borjas and Bronars, 1989)，
















ルプレナーシップ・モニター（Global Entrepreneurship Monitor, 以下，GEM）は各国の企業活


















図 21 52ヵ国の創業率の比較（2011年） 














図 22 Xと Yの散布図 
（出所）：著者作成。 
 




れやすいと思われる。スイスのサンガレン大学の企業センター（The Swiss Institute for Small 
Business and Entrepreneurship）とファミリービジネスセンタ （ーThe Center for Family Business）















natural science students 
中国：13位 
日本：26位 
social science students 
中国：6位 
日本：23位 
図 23 Entrepreneurial Indexの国別比較 
（出所）Sieger, Fueglistaller and Zellweger（2011） 































カリフォルニア大学 233 2,721 
MIT 199 1,924 
スタンフォード大学 198 5,312 
ハーバード大学 369 3,331 
東京大学 48 18 
慶応義塾大学 34 10 





















表 10 『中国留学人員帰国創業成就展』の 104人の「海帰」の構成 
留学先 
全体 学長・副学長 院士・長江学者 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
米国 33 31.73% 2 11.11% 12 40.00% 
日本 21 20.19% 3 16.67% 4 13.33% 
その他 50 48.08% 13 72.22% 14 46.67% 
総計 104 100.00% 18 100.00% 30 100.00% 
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